





























































































































































































































































































































































１人区 ２人区 ３人区 ４人区 ５人区 ６人区 ８人区
候補有 ８ ８ ６ ２１ １２ ３ ７
候補無 ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０
計 １１ ８ ６ ２１ １２ ３ ７
表１－２　１９８５年の都議選における公明党候補者４３人の立候補のパターン
１人区 ２人区 ３人区 ４人区 ５人区 ６人区 ８人区
候補有 １ ２ ５ １１ ６ １ ４
候補無 １０ ３ ０ ０ ０ ０ ０











































































































































































































































































































































































































































　１８）Mainwaring, Scott, “Presidentialism, Multipartism and Democracy: The Diffi cult Combination,” Comparative 
Political Studies, （２６）, ２, July, １９９３, pp.１９８─２２８.
　１９）Sartori, Giovanni, Comparative Constitutional Engineering: An Inquiry into Structures, Incentive and 








　２１）レイの断片化指数Rae, Douglas, The Political Consequences of Electral Laws, New Haven, CT: Yale 
University Press, １９６７.１で見ると、１９５９年では０.４８の断片化状況は１９９３年には０.８３にまで上昇した。
またラクソ・タゲペラの有効政党数Laakso, M. and Taagepera, R., “The ‘effective’ number of parties: A 




































　４５）Kohno, Masaru, “Post-１９５５ Changes in the Japanese Party System,” Japan's Postwar Party Politics, 
Princeton University Press, １９９５, pp.１２５─１３４. 河野は、公明党、民社党、新自由クラブが衆議院選挙
に進出した例を取り上げて、これらの政党が議会進出できたのは、中選挙区の中でも定数の多い選
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挙区（５名区、６名区）で議席を獲得したことによってであったと主張した。このことから、河
野は定数の多い選挙区では複数政党の進出を実現させる誘因があることを実証した。
　４６）『都政新報』１９９０年６月１５日、１頁。
　４７）『都政新報』１９９０年７月６日、１頁。二定の代表質問が７月４、５日行われたが、同党副幹事長岩
館衛はそこで都営住宅の着工について知事を質した。
　４８）『都政新報』１９９０年７月１３日、１頁。知事の強権ぶりが具体的に掲載されている。
　４９）『都政新報』１９８９年８月８日、１頁。自民党幹事長保坂三蔵は「現時点でいえば鈴木さんですね。
知事選前年の十一月（来年の十一月）に八十歳を迎えるが、その時の鈴木知事を見て欲しいです
ね」『都政新報』１９８９年、８月１日、１頁。民社党・市民連合幹事長三浦正勝「・・鈴木知事の
活動、活躍というのはフランクに考えたら否定する人は少ないと思う。・・・二年後の知事選は最
後の仕上げという意味でも鈴木知事に是非やっていただきたいと期待を持っている」『都政新報』
１９８９年８月１８日、１頁。いずれも都政新報でのインタビュー記事、「新幹事長に聞く」より抜粋し
た。 
　５０）『都政新報』１９９０年７月１０日、１頁。メンバーは、内田茂（２期、千代田）塚原宏司（２期、新
宿）内藤尚（２期、品川）矢野一（２期、渋谷）松本文明（２期、中野）山田宏（２期、杉並）
高野之夫（１期、豊島）小林多門（２期、八王子）田村市朗（２期、西多摩）白井威（１期、南
多摩）川島忠一（２期、島部）の１１人。
　５１）『公明』１９９０年６月号、９２─９８頁。
　５２）『都政新報』１９９０年７月３１日、３頁。
　５３）『都政新報』１９９０年８月２１日、１頁。但しこの時期新執行部ができたのは、自民党、民社党のみ
であった。従って公明党の記載はない。
　５４）『都政新報』１９９０年１１月２０日、１頁。
　５５）公明党はこの党大会で「三党体制下での中道の主体性発揮」を方針として掲げた。この三党体制
とは、自民、社会、中道＝公明の体制である。（第３０回党全国大会活動方針）五十嵐仁『概説　現
代政治─その動態と理論』法律文化社、１９９３年、２００─２０１頁。
　５６）『都政新報』１９９０年１１月３０日、２頁。
　５７）『都政新報』１９９０年１２月７日、１頁。
　５８）『公明』１９９１年２月号、１００─１０５頁。
　５９）内田健三『大政変』東洋経済新報社、１９９４年、５４頁。自民党執行部は磯村尚憲を９０年末には決定
していた。
　６０）『公明』１９９１年４月号、１０６─１０８頁。
　６１）『都政新報』１９９０年９月２１日、１頁。
　６２）『都政新報』１９９１年３月５日、２頁。
　６３）座長には牧野昇三菱総研会長が就任した。
　６４）『朝日新聞』１９８４年９月５日、朝刊。
　６５）会長は宇野宗佑である。
　６６）東京都『東京テレポート構想─東京テレポート構想と構想作成のための検討─』東京都、１９８５
年、１３─１８頁。
　６７）東京都『東京テレポート構想検討委員会中間報告』東京都、１９８６年。
　６８）『朝日新聞』１９８６年７月２７日。
　６９）横田政次『僕は裏方―都・区政の四十五年』ぎょうせい、１９９２年、７４─８０頁。
　７０）竹下惟利「東京臨海部開発の抜本的見直しの提唱（１）」『都市問題』第８６号第５号、１９９５年、
９１─９２頁。
　７１）同会議は知事以下副知事、企画審議室長、総務局長など９人の局長で構成された。都の意気込み
がみえる。
　７２）東京都港湾局編『図表でみる東京臨海部』（社）東京都港湾振興協会、１９８７年。
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　７３）課長クラスの各１０人から構成される４つのチームを発足させた。①再開発の方針、②交通基盤、
③都市基盤（防災、埋め立て、盛り土）、④水供給処理の集団である。
　７４）事業主体は第三セクターである。８７年中にマスタープランを策定する。９３年までに東京テレポー
トの部分的完成を目指している。供給床面積は３４０ヘクタールである。就業人口を１０万人とした。
建設投資額は土地造成、道路、上下水道、人口地盤、などの都市整備費２５００億円、通信基盤整備
が２５００億円、また周辺施設建設で１兆１１００億円、情報通信機器で２８００億円、合計１兆８９００億円と
いう内容であった。
　７５）①用地は１３号地その１、その２、１０号地その１、有明の４地区で、４４０ヘクタールとする。②建
設物は、高度情報通信基地を備えたインテリジェントビル街（東京テレポート　１３号地その１と
その２地区）、世界的規模の展示施設（１０号地その１地区）、住宅地区（１２５００戸　有明地区）③交
通は首都高速１２号線と一般道路を建設、京葉線と新交通システム（１２キロ）を９３年までに完成さ
せる。④総事業費３兆４２００億円（交通施設　１兆４２００億円を含む）を予定している。
　７６）『自由新報』１９８７年１０月４日。
　７７）『自由新報』１９８７年１１月１０日。『朝日新聞』１９８７年１１月７日、朝刊。
　７８）他に次のような内容があった。①土地利用は長期貸し付け方式に加え土地信託方式にした。第三
セクターの東京臨海副都心建設株式会社が賃貸料を徴収管理する。②会計：８９年度当初臨海副都
心開発事業会計を設置した。③住宅：６００００人程度の人口を目指す。公共住宅６０％、民間住宅３５％、
その他５％にした。その際開発利益を受ける事業者に交通関係の受益負担を決めた。
　７９）人件費＋扶助費＋公債費
　８０）普通建設事業費＋災害復旧事業費＋失業対策事業費
　８１）ただし、都議会自民党、都議会公明党からも同計画推進への慎重論や反対論が台頭するように
なる。９０年５月１７日、第二定例会の住宅港湾委員会で、都議会公明党は、都民要望の住宅供給数
充実を理由に「臨海計画」の延期、見直しを知事に要求している。都議会自民党の当選回数の少
ない議員からも「同計画」への批判が噴出している。都議会公明党は６月１１日の住宅港湾委員会
でも「臨海計画」中の住宅建設に対し、公共住宅建設と民間住宅建設との比率、いわゆる「公民
比率（８９年４月の計画では公共６０％、民間３５％、その他５％）」の公共部分の比率アップを求め
た。これが達成されなければ「同計画」には賛成できないとさえ主張している。また都議会自民
党の一部議員も、同計画が知事主導で行われて議会の意見が反映されていないと主張している。
１０月２７日の第三定例会では、「臨海計画」の事業費が８８年４月の臨海部開発推進会議の事業計画
から比較して約９１％上昇することも明らかになっている。広域交通基盤整備費は１兆５１００億円か
ら２兆７９００億円に、地域内都市基盤整備費が４９００億円から１兆１７００億円に、そして総事業費が
４兆１４００億円から７兆９２００億円に達していた。同事業費は企業負担によっても賄われるが、総事
業費の１５％、約１兆１８８０億円は財政出動される。こうして９１年３月７日の第一定例会では、臨海
副都心開発事業会計が、都議会自民党一部、都議会公明党、社会党都議会、共産党都議会などの
反対多数で否決され、普通会計では臨海、フロンティア予算案の１８００億円が凍結されたため、同
事業は全面中断することになった。８５年の原案（テレポート用地４０ヘクタール、就業人口約３万
人の都市建設）からみると「同計画」拡大は明らかであった。
　８２）土岐寛『東京問題の政治学』日本評論社、１９９５年、１４３─１６０頁。
　８３）東京都『住宅５０年史─住宅局事業のあゆみ─』東京都、１９９９年、６頁。
　８４）東京都『住宅需要意識調査─東京都関係の結果報告』東京都、１９８８年、２８頁。
　８５）東京都『世論調査４０年の概要（Ⅰ）』東京都、１９９１年、２１頁。
　８６）東京都『東京都住宅政策懇談会中間報告』東京都、１９８８年。
　８７）東京都『東京都住宅政策懇談会報告』東京都、１９９０年。
　８８）須田春海「矛盾が集中する臨海副都心計画」『世界』第５５０号、１９９１年、３５４頁。
　８９）篠木昭夫『４０年の足跡　都政と共に』講談社出版サービス、１９９７年。
　９０）『都議会リポート』No２４０、１９９０年、３１頁。
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　９１）『都政新報』１９９０年６月１２日。
　９２）『都議会リポート』No２２２、１９８９年、４─５頁。
　９３）東京都労働経済局『事業概要』東京都、１９９１年。中小企業対策の項を参考にした。東京都商工指
導所『東京都中小企業経営白書』東京都、１９９２年。
　９４）『都議会リポート』No２２２、１９８９年、６─７頁。
　９５）『都議会リポート』No２２２、１９８９年、８─９頁。
　９６）『都議会リポート』No２３９、１９９０年、６頁。
　９７）『都議会リポート』No２２５、１９８９年、１１─１２頁。
　９８）『都議会リポート』No２３９、１９９０年、８頁。
キーワード：鈴木都政　都議会　開発政策　住宅政策　中道政党
（MITSUNOBU Tadahiko）
